
区 民 福 祉 委 員 会 

平成３１年３月８日 

墨田区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  

 （支給の手続） 

第８条 区長は、災害弔慰金の支給を行うべ

き事由があると認めるときは、墨田区規則

（以下「規則」という。）で定めるところ

により支給を行うものとする。 

２ 〔略〕 

 （保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けよう 

 とする者は、保証人を立てることができる。

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は

無利子とし、保証人を立てない場合は、据 

 置期間中は無利子とし、据置期間経過後は、

 延滞の場合を除き、その利率を年１．５パ

ーセント以内で規則で定める率とする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付

けを受けた者と連帯して債務を負担するも

のとし、その保証債務は、令第９条の違約

金を包含するものとする。 

 （償還金） 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還、半年

賦償還又は月賦償還とする。 

２ 〔略〕 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金

の支払猶予については、法第１３条第１項

及び令第８条から第１１条までの規定によ

るものとする。 

 （委任） 

第１６条 この条例の施行について必要な事

項は、規則で定める。 

 〔同左〕 

第８条 区長は、災害弔慰金の支給を行うべ

き事由があると認めるときは、墨田区規則

で定めるところにより支給を行うものとす

る。 

２ 〔略〕 

 （利率） 

第１４条 〔新設〕 

 

  災害援護資金は、据置期間中は無利子と

し、据置期間経過後はその利率を延滞の場

合を除き年３パーセントとする。 

 

 

  〔新設〕 

 

 

 

 〔同左〕 

第１５条 災害援護資金は、年賦償還又は半

年賦償還とする。 

２ 〔略〕 

３ 償還免除、保証人、一時償還、違約金及

び償還金の支払猶予については、法第１３

条第１項及び令第８条から第１２条までの

規定によるものとする。 

 〔同左〕 

第１６条 この条例の施行について必要な事

項は、墨田区規則で定める。      

   付 則 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の第１４条及び第１５条第３項の規定は、この条例の施行

の日以後に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸

付けについて適用し、同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対す

る災害援護資金の貸付けについては、なお従前の例による。 



※災害弔慰金の支給等に関する法律の一部改正 

改  正  後 改  正  前 
  

 （災害援護資金の貸付け） 

第１０条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 災害援護資金は、据置期間中は無利子と 

 し、据置期間経過後は、延滞の場合を除き、

 その利率を年３パーセント以内で条例で定

める率とする。 

 〔同左〕 

第１０条 〔略〕 

２・３ 〔略〕 

４ 災害援護資金は、据置期間中は無利子と

し、据置期間経過後はその利率を延滞の場

合を除き年３パーセントとする。 

  

【施行期日】平成３１年４月１日 

 

※災害弔慰金の支給等に関する法律施行令の一部改正 

改  正  後 改  正  前 
  

 （災害援護資金の限度額及び償還方法） 

第７条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 災害援護資金の償還は、年賦償還、半年

賦償還又は月賦償還の方法によるものとす

る。 

４ 前項の規定による災害援護資金の年賦償

還、半年賦償還又は月賦償還は、それぞれ

元利均等償還の方法によることを原則とす

る。ただし、災害援護資金の貸付けを受け

た者は、いつでも繰上償還をすることがで

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 （一時償還） 

第８条 市町村は、災害援護資金の貸付けを

受けた者が、偽りその他不正な手段により

貸付けを受けたとき、又は償還金の支払を

怠つたときは、前条第２項の規定にかかわ

 〔同左〕 

第７条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 災害援護資金の償還は、年賦償還又は半

年賦償還の方法によるものとする。 

 

４ 前項の規定による災害援護資金の年賦償

還又は半年賦償還は、それぞれ元利均等償 

 還の方法によることを原則とする。ただし、

 災害援護資金の貸付けを受けた者は、いつ

でも繰上償還をすることができる。 

 

 （保証人） 

第８条 災害援護資金の貸付けを受けようと 

 する者は、保証人を立てなければならない。

２ 前項の保証人は、災害援護資金の貸付け

を受けた者と連帯して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、第１０条の規定に

よる違約金を包含するものとする。 

 〔同左〕 

第９条 市町村は、災害援護資金の貸付けを

受けた者が、偽りその他不正な手段により

貸付けを受けたとき、又は償還金の支払を

怠つたときは、第７条第２項の規定にかか



らず、当該災害援護資金の貸付けを受けた

者に対し、災害援護資金の全部又は一部に

つき、一時償還を請求することができる。 

 （違約金） 

第９条 市町村は、災害援護資金の貸付けを

受けた者が支払期日に償還金又は前条の規

定により一時償還すべき金額を支払わなか

つたときは、延滞元利金額につき、年５パ

ーセントの割合をもつて、支払期日の翌日

から支払当日までの日数により計算した違

約金を徴収する。ただし、当該支払期日に

支払わないことにつき、災害その他やむを

得ない理由があると認められるときは、こ

の限りでない。 

 （償還金の支払猶予） 

第１０条 〔略〕 

２ 〔略〕 

 （法第１３条第１項ただし書に規定する政

令で定める場合） 

第１１条 法第１３条第１項ただし書に規定

する政令で定める場合は、災害援護資金の

貸付けを受けた者の保証人が当該災害援護

資金の償還未済額を償還することができる

と認められる場合とする。 

 （都道府県の貸付金の償還期間） 

第１２条 〔略〕 

 （国の貸付金の償還期間） 

第１３条 〔略〕 

 （法第１４条の規定による貸付金の償還方

法） 

第１４条 〔略〕 

   付 則 

１ 〔略〕 

２ 阪神・淡路大震災に係る法第１１条第１

項の規定による府県の貸付金（次項第１号

において「府県の貸付金」という。）に係

る地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号）第１７１条の６第１項の規定の適用

わらず、当該災害援護資金の貸付けを受け

た者に対し、災害援護資金の全部又は一部 

 につき、一時償還を請求することができる。

 〔同左〕 

第１０条 市町村は、災害援護資金の貸付け

を受けた者が支払期日に償還金又は前条の

規定により一時償還すべき金額を支払わな

かつたときは、延滞元利金額につき、年１

０．７５パーセントの割合をもつて、支払

期日の翌日から支払当日までの日数により

計算した違約金を徴収する。ただし、当該

支払期日に支払わないことにつき、災害そ

の他やむを得ない理由があると認められる

ときは、この限りでない。 

 〔同左〕 

第１１条 〔略〕 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

 

第１２条 法第１３条第１項ただし書に規定

する政令で定める場合は、保証人が当該災

害援護資金の償還未済額を償還することが

できると認められる場合とする。 

 

 〔同左〕 

第１３条 〔略〕 

 〔同左〕 

第１４条 〔略〕 

 〔同左〕 

 

第１５条 〔略〕 

   付 則 

１ 〔略〕 

２ 阪神・淡路大震災に係る法第１１条第１

項の規定による府県の貸付金（次項第１号

において「府県の貸付金」という。）に係

る地方自治法施行令（昭和２２年政令第１

６号）第１７１条の６第１項の規定の適用



については、市町（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

の指定都市（次項において「指定都市」と

いう。）を除く。）が第１０条第１項の規

定により償還金の支払を猶予したときは、

同令第１７１条の６第１項第五号に該当す

るものとみなす。 

３ 阪神・淡路大震災に係る法第１２条第１

項の規定による国の貸付金に係る国の債権

の管理等に関する法律（昭和３１年法律第

１１４号）第２４条第１項の規定の適用に

ついては、次に掲げる場合においては、同

項第６号に該当するものとみなし、かつ、

この場合における国の貸付金の償還期限の

延長については、同法第２６条第１項の規

定は、適用されないものとする。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 指定都市が第１０条第１項の規定によ

り償還金の支払を猶予したとき。 

については、市町（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２５２条の１９第１項

の指定都市（次項において「指定都市」と

いう。）を除く。）が第１１条第１項の規

定により償還金の支払を猶予したときは、

同令第１７１条の６第１項第五号に該当す

るものとみなす。 

３ 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 指定都市が第１１条第１項の規定によ

り償還金の支払を猶予したとき。   

【施行期日】平成３１年４月１日 


